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要旨：本研究は梁端部に貫通孔を有する T 形ヒンジリロケーション接合部の耐震性能を検討するため，柱頭

降伏型の T 形柱梁接合部試験体 1体について，構造実験および非線形 3次元 FEM解析を実施した。その結果，

柱部材を微突出させ柱主筋を梁上端筋直上まで定着させた場合，柱頭部において塑性ヒンジを形成し，層間

変形角 R=20×10-3radまで安定した紡錘形の復元力特性を示した。また両端部に機械式定着具を取り付けた梁

2段筋を梁端部に設けることにより，柱主筋降伏後に耐力上昇が生じても，ヒンジリロケーション断面におい

て梁主筋が降伏することを確認し，梁端部に設置した梁貫通孔の損傷が軽微であることを確認した。 

キーワード：T 形接合部，定着長さ，ヒンジリロケーション，FEM 解析 

 

1. はじめに 

 ヒンジリロケーション接合部とは，梁端部の主筋量を

増加させることで，地震時において発生する梁塑性ヒン

ジ位置を意図的に柱面から離れた位置に移動させた接合

部のことである。筆者らはこれまでに RC 造建物の十字

形柱梁接合部およびト形柱梁接合部を対象として，梁端

部において，両端部に機械式定着具を取り付けた梁 2段

筋を配筋することで，柱面から離れた位置に塑性ヒンジ

を移動できることを確認し，さらに梁端部に開口補強筋

を設置することにより，従来では設置が困難であった梁

端部への貫通孔設置を可能にした 1)，2)。 

 本研究では，建物最上階の T 形柱梁接合部を対象とし

て，梁端部に貫通孔を有する T 形ヒンジリロケーション

接合部の構造性能を検討するため，構造実験および非線

形 3次元 FEM 解析により検討を行った。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 図－１に試験体形状および配筋詳細を示し，表－１に

試験体諸元を示す。試験体は実大の約 1/2 スケールの T

形接合部の TJI10試験体 1 体である。想定破壊モードは

柱頭部での曲げ降伏破壊とした。柱部材は梁上端から

20mm微突出しており，柱主筋は機械式定着具を用いて，

梁上端筋直上まで定着している。試験体のヒンジリロケ

ーション位置は柱面から 3/4Db（Db：梁せい）とし，塑

性ヒンジ発生位置を柱面から移動させるため，両端部に

機械式定着具を取り付けた梁 2 段筋を梁端部に配筋した。 

また，梁端部に直径 125mm（=1/3.2Db）の貫通孔を有し

ており，既製の開孔補強筋（D8）を配筋した。 

 表－２および表－３に使用したコンクリートおよび鉄

筋の材料試験結果を示す。コンクリートは実験時の目標

圧縮強度を 30N/mm2とした。柱・梁主筋には SD390を

使用し，柱帯筋およびかんざし筋には SD295Aを使用し

た。梁あばら筋については高強度鉄筋 SD785を使用した。 

2.2 載荷方法および計測方法 

 図－２に載荷装置を示す。載荷は試験体左右の水平ジ

ャッキにより柱にせん断力を作用させた。また左右の梁

端部には鉛直ジャッキを取り付け，梁端部の上下方向の
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図－１ 試験体形状および配筋詳細 
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変位が 0となるように鉛直ジャッキを制御した。

 加力は変位漸増載荷とし，層間変形角で

2.0，±3.3，±

15，±20，±

±5.0×10-3rad

回の多数回繰り返し載荷を行い，（）内のサイクルは履歴

特性を把握するために各変形後の小サイクルを想定した。

 また計測方法については，試験体裏面において

１に示す画像相関法による光学式全視野

ずみ計測システムを使用して，接合部および柱・梁端部

の変形を測定した。

 

3. 実験結果

3.1 破壊状況

 写真－２に

の破壊状況を示し，

関法より算出した試験体の最大主ひずみ分布図を示す。
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機械式定着具を起点とした

その後，R=

の危険断面

試験体名

柱

部

材 

B

接

合

部 

B

接合部補強筋

梁

部

材 

Bb

梁端部主筋

あばら筋

（

あばら筋

（

構

造

性

能 

接合部せん断

余裕度

梁端部曲げ

余裕度

柱梁曲げ耐力比

※文献 3)～
※1 柱頭部の曲げ終局強度

断力に対する接合部のせん断強度比

※2 ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）に

達した時の梁端部の作用モーメントに対する梁端部の

曲げ終局強度（計算値）比。（文献

※3 柱の曲げ終局強度時における節点モーメントに対する

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）

時における節点モーメント比。

となるように鉛直ジャッキを制御した。

加力は変位漸増載荷とし，層間変形角で

，±5.0，（±2.0

，±30 および+40

rad については，長周期地震動を考慮した

回の多数回繰り返し載荷を行い，（）内のサイクルは履歴

特性を把握するために各変形後の小サイクルを想定した。

また計測方法については，試験体裏面において

に示す画像相関法による光学式全視野

ずみ計測システムを使用して，接合部および柱・梁端部

の変形を測定した。 

実験結果 

破壊状況 

にTJI10試験体の

の破壊状況を示し，図－３

関法より算出した試験体の最大主ひずみ分布図を示す。

試験体では，R=1.0

いて，柱頭部，梁端部，

ーション断面に曲げひび割れが発生し，

の載荷サイクルでは接合部に

機械式定着具を起点とした

R=10×10-3radの載荷サイクルにおいて，柱部材

の危険断面の曲げひび割れ

表－１

試験体名 

Bc×Dc[mm] 

柱主筋 

帯筋 

Bc×Dj[mm] 

接合部補強筋 

b×Db[mm] 

梁端部主筋 

あばら筋 

（A）断面 

あばら筋 

（B）断面 

貫通孔 
接合部せん断 

余裕度※1 
梁端部曲げ 
余裕度βh

※2 

柱梁曲げ耐力比※3 
～5)に従って構造性能の算定を行った。

柱頭部の曲げ終局強度

断力に対する接合部のせん断強度比

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）に

達した時の梁端部の作用モーメントに対する梁端部の

曲げ終局強度（計算値）比。（文献

柱の曲げ終局強度時における節点モーメントに対する

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）

時における節点モーメント比。

となるように鉛直ジャッキを制御した。

加力は変位漸増載荷とし，層間変形角で

2.0），±7.5，±

+40×10-3rad を加力した。±

については，長周期地震動を考慮した

回の多数回繰り返し載荷を行い，（）内のサイクルは履歴

特性を把握するために各変形後の小サイクルを想定した。

また計測方法については，試験体裏面において

に示す画像相関法による光学式全視野

ずみ計測システムを使用して，接合部および柱・梁端部

試験体のR=20×10

図－３に試験体裏面にお

関法より算出した試験体の最大主ひずみ分布図を示す。

R=1.0×10-3radの載荷サイクルにお

，貫通孔周辺およびヒンジリロケ

ーション断面に曲げひび割れが発生し，

の載荷サイクルでは接合部において柱主筋に取りつけた

機械式定着具を起点としたせん断ひび割れが発生した。

の載荷サイクルにおいて，柱部材

曲げひび割れが伸展した

 試験体諸元

400×400

12-D16（SD390

4-D6@80（SD295A

400×400

4-D6@80
pw

300

4+3-D16（SD390

4-D6@50

pw

4-D6@100

pw

125φNS125

 
に従って構造性能の算定を行った。

柱頭部の曲げ終局強度(計算値)時における接合部せん

断力に対する接合部のせん断強度比

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）に

達した時の梁端部の作用モーメントに対する梁端部の

曲げ終局強度（計算値）比。（文献 2
柱の曲げ終局強度時における節点モーメントに対する

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）

時における節点モーメント比。 

となるように鉛直ジャッキを制御した。 

加力は変位漸増載荷とし，層間変形角で R=±1.0

，±10，（±5.0），±

を加力した。±

については，長周期地震動を考慮した

回の多数回繰り返し載荷を行い，（）内のサイクルは履歴

特性を把握するために各変形後の小サイクルを想定した。

また計測方法については，試験体裏面において写真－

に示す画像相関法による光学式全視野 3 次元変位・ひ

ずみ計測システムを使用して，接合部および柱・梁端部

10-3rad載荷ピーク時

に試験体裏面における画像相

関法より算出した試験体の最大主ひずみ分布図を示す。

の載荷サイクルにお

およびヒンジリロケ

ーション断面に曲げひび割れが発生し，R=3.3×10

柱主筋に取りつけた

ひび割れが発生した。

の載荷サイクルにおいて，柱部材

した。その後，R=

 

TJI10 

400×400 

SD390）,pg=1.49%

SD295A）,pw=0.40%

400×400 

D6@80（SD295A） 
w=0.32% 

300×400 

SD390）,pt=1.39%

D6@50（SD785） 

w=0.84% 

D6@100（SD785） 

w=0.41% 

NS125φ（2-D8）

1.34 

1.28 

1.53 
に従って構造性能の算定を行った。 

時における接合部せん

(φ=0.85,計算値

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）に

達した時の梁端部の作用モーメントに対する梁端部の

2）参照） 
柱の曲げ終局強度時における節点モーメントに対する

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）

 

1.0，±

），±

を加力した。±2.0，

については，長周期地震動を考慮した 10

回の多数回繰り返し載荷を行い，（）内のサイクルは履歴

特性を把握するために各変形後の小サイクルを想定した。 

写真－

次元変位・ひ

ずみ計測システムを使用して，接合部および柱・梁端部

載荷ピーク時

ける画像相

関法より算出した試験体の最大主ひずみ分布図を示す。 

の載荷サイクルにお

およびヒンジリロケ

10-3rad

柱主筋に取りつけた

ひび割れが発生した。

の載荷サイクルにおいて，柱部材

R=-30

×10

割れが進展し，緩やかに耐力低下を生じた

終了した。

ひび割れの

孔の損傷は軽微であった。

3.2 

 図－

衰定数

スブロック法

値を併せて示す。

常振幅を想定した武田モデル

下式により算定した。

=1.49% 

=0.40% 

 

=1.39% 

 

 

） 

時における接合部せん 
計算値) 

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）に

達した時の梁端部の作用モーメントに対する梁端部の

柱の曲げ終局強度時における節点モーメントに対する

ヒンジリロケーション断面の曲げ終局強度（計算値）

試験

体名

TJI10

 

種別

D16
(SD390)

D6
(SD295A)

D6
(SD785)

D
(SD785)

写真－１

反

力

壁

10-3radの載荷サイクルにおいて，接合部の

割れが進展し，緩やかに耐力低下を生じた

終了した。なお，実験終了時まで貫通孔周辺に発生した

ひび割れの残留時の最大

孔の損傷は軽微であった。

3.2 復元力特性 

図－４に TJI10

衰定数－層間変形角関係を示す。

スブロック法 5)により算出した柱頭部曲げ終局強度計算

値を併せて示す。

常振幅を想定した武田モデル

下式により算定した。

表－２

試験 
体名 

f’c 
[N/mm2

TJI10 30.5 

表－３

種別 
σy 

[N/mm

D16 
(SD390) 

451 

D6 
(SD295A) 

439 

D6 
(SD785) 

898* 

D8 
(SD785) 

1018*

σy：降伏点，

写真－１ 画像相関法による計測状況（試験体裏面）

2500

ロードセル

正載荷

ジャッキ

の載荷サイクルにおいて，接合部の

割れが進展し，緩やかに耐力低下を生じた

なお，実験終了時まで貫通孔周辺に発生した

残留時の最大幅は 0.04mm

孔の損傷は軽微であった。 

 

TJI10試験体の層せん断力および

層間変形角関係を示す。

により算出した柱頭部曲げ終局強度計算

値を併せて示す。また等価粘性減衰定数の計算値は，定

常振幅を想定した武田モデル 6

下式により算定した。 

表－２ コンクリートの材料特性

 
2] 

εB 
[×10-6] 

 1977 
f’c：圧縮強度，

Ec：ヤング係数，

表－３ 鉄筋の材料特性

 
2] 

Es 
[N/mm2] 

 1.93×105 

 1.93×105 

 1.79×105 

1018* 2.02×105 

：降伏点，Es：ヤング係数，

図－２ 載荷装置
  

画像相関法による計測状況（試験体裏面）

1750

1
2
0
0

1
1
1
4

ピン型
ロードセル

鉄骨架台

の載荷サイクルにおいて，接合部の

割れが進展し，緩やかに耐力低下を生じたため，載荷を

なお，実験終了時まで貫通孔周辺に発生した

0.04mm程度であり，貫通

試験体の層せん断力および

層間変形角関係を示す。図－４には

により算出した柱頭部曲げ終局強度計算

また等価粘性減衰定数の計算値は，定
6)の復元力特性に基づいて

コンクリートの材料特性

 
Ec 

[N/mm2] 

 2.67×104 
：圧縮強度，εB：圧縮強度時ひずみ

：ヤング係数，σsp：割裂引張強度

鉄筋の材料特性 

 
σu 

[N/mm2] 

 628 

 544 

 1022 

 1179 

：ヤング係数，σ

*0.2%オフセット耐力

載荷装置 

画像相関法による計測状況（試験体裏面）

1750

ピン型
ロードセル

ロードセル

ロードセル

ジャッキ

鉄骨架台

反力床

の載荷サイクルにおいて，接合部のせん断ひび

ため，載荷を

なお，実験終了時まで貫通孔周辺に発生した

程度であり，貫通

試験体の層せん断力および等価粘性減

には ACI ストレ

により算出した柱頭部曲げ終局強度計算

また等価粘性減衰定数の計算値は，定

の復元力特性に基づいて

コンクリートの材料特性 

σsp 
[N/mm2] 

 2.77 
：圧縮強度時ひずみ 

：割裂引張強度 

使用 
箇所 

柱主筋 
梁主筋 
柱帯筋 

かんざし筋 

梁あばら筋 

開口補強筋 

σu：引張強さ 
オフセット耐力 

 

 
画像相関法による計測状況（試験体裏面） 

ロードセル

ロードセル

ジャッキ

反力床

負載荷

ジャッキ

 

 

- 212 -



  /1heq =

 ここで，h
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た点を µ=1.0
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では R=30×

最大耐力を記録した。

クルにおいて，

段筋の引張降伏が確認され，その後，

び割れが進展し耐力低下を生じた

上まで定着した

力低下は確認されず，接合部の損傷は軽微であり，安定

した紡錘形の履歴特性を示した。

3.3 変形成分

図－５に

部材の変形成分の割合を示す。柱および梁部材の曲げ変

形は各部材の長さ方向に分割して計測した軸方向変位量

から算出した。また全体の変形から柱・梁部材の曲げ変

形および接合部のせん断変形を差し引いたものを柱およ
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計算値に対する実験値の比率は

部せん断ひび割れでは

評価できた。また最大耐力については，

ロック法 5)により算定した曲げ終局強度計算値と比較し

て，その比率は

きることを確認した。

 

4. 非線形 3

4.1 解析モデル

 図－７に試験体の要素分割図を示す。要素は柱および

梁部材は主筋・せん断補強筋の配置位置に対応するよう

に分割し，接合部は機械式定着具の配置位置も考慮し分

割を行った。加力は左右梁端部をピン支持とし，柱端部

に実験と同様の層間変形角となるよう強制変位を与えた。

本研究での解析には野口らのコンクリート構成則

み込んだ自社開発の

用いた。 

（１）コンクリートモデル

 コンクリートは

でモデル化した。応力－ひずみ関係については，圧縮側

上昇域は Saenz

クリートとカバーコンクリートを異なる材料構成則によ

り定義した。

束効果については，修正

カバーコンクリートでは拘束効果を考慮せず，一軸圧縮

強度まで到達すると仮定した。また引張側については，

ひび割れ発生点までは線形で，ひび割れ後のテンション

スティフニング特性は出雲らのモデル

c は c=1.00とした。ひび割れ後のせん断伝達モデルには

Al-Mahaidiモデル

ついては，材料試験結果を用いたが，引張強度について

は RC規準に準じて下式より算定した。

crσ =
ここで，σcr

    

図－

 

R=5×10

計算値に対する実験値の比率は

部せん断ひび割れでは 1.03

評価できた。また最大耐力については，

により算定した曲げ終局強度計算値と比較し

て，その比率は 1.08～1.17

きることを確認した。 

3 次元 FEM 解析に

解析モデル 

に試験体の要素分割図を示す。要素は柱および

梁部材は主筋・せん断補強筋の配置位置に対応するよう

に分割し，接合部は機械式定着具の配置位置も考慮し分

割を行った。加力は左右梁端部をピン支持とし，柱端部

に実験と同様の層間変形角となるよう強制変位を与えた。

本研究での解析には野口らのコンクリート構成則

み込んだ自社開発の 3 次元非線形

（１）コンクリートモデル

コンクリートは 8 節点アイソパラメトリック立体要素

でモデル化した。応力－ひずみ関係については，圧縮側

Saenz式 8)，圧縮軟化域は直線とし，コアコン

クリートとカバーコンクリートを異なる材料構成則によ

り定義した。コアコンクリートのせん断補強筋による拘

束効果については，修正Kent&Park

カバーコンクリートでは拘束効果を考慮せず，一軸圧縮

強度まで到達すると仮定した。また引張側については，

ひび割れ発生点までは線形で，ひび割れ後のテンション

スティフニング特性は出雲らのモデル

とした。ひび割れ後のせん断伝達モデルには

モデル 11)を適用した。コンクリートの

ついては，材料試験結果を用いたが，引張強度について

規準に準じて下式より算定した。

Bσ56.0=  

cr：コンクリート引張強度，

図－6 梁主筋（上端
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解析による検討
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割を行った。加力は左右梁端部をピン支持とし，柱端部

に実験と同様の層間変形角となるよう強制変位を与えた。
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コアコンクリートのせん断補強筋による拘

Kent&Parkモデル

カバーコンクリートでは拘束効果を考慮せず，一軸圧縮

強度まで到達すると仮定した。また引張側については，

ひび割れ発生点までは線形で，ひび割れ後のテンション

スティフニング特性は出雲らのモデル
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を適用した。コンクリートの

ついては，材料試験結果を用いたが，引張強度について

規準に準じて下式より算定した。

：コンクリート引張強度，

 

 

梁主筋（上端 1 段筋）応力分布

ひずみゲージ

①②

降伏点

▽HR断面

R=10×10
-3

rad

0.97となり，接合

となり，概ね精度良く

評価できた。また最大耐力については，ACI ストレスブ

により算定した曲げ終局強度計算値と比較し

安全側かつ精度良く評価で

 

に試験体の要素分割図を示す。要素は柱および

梁部材は主筋・せん断補強筋の配置位置に対応するよう
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を適用した。コンクリートの諸値に

ついては，材料試験結果を用いたが，引張強度について

規準に準じて下式より算定した。 

：コンクリート引張強度，σB：コンクリート

段筋）応力分布 

ひずみゲージ

③ ④ ⑤

降伏点σy

負載荷

柱部材断面 HR

R=30×10

となり，接合

となり，概ね精度良く

ストレスブ

により算定した曲げ終局強度計算値と比較し

精度良く評価で

に試験体の要素分割図を示す。要素は柱および

梁部材は主筋・せん断補強筋の配置位置に対応するよう

に分割し，接合部は機械式定着具の配置位置も考慮し分

割を行った。加力は左右梁端部をピン支持とし，柱端部

に実験と同様の層間変形角となるよう強制変位を与えた。
)を組

解析プログラムを

節点アイソパラメトリック立体要素

でモデル化した。応力－ひずみ関係については，圧縮側

，圧縮軟化域は直線とし，コアコン

クリートとカバーコンクリートを異なる材料構成則によ

コアコンクリートのせん断補強筋による拘

により定め，

カバーコンクリートでは拘束効果を考慮せず，一軸圧縮

強度まで到達すると仮定した。また引張側については，

ひび割れ発生点までは線形で，ひび割れ後のテンション

を適用し，係数

とした。ひび割れ後のせん断伝達モデルには

諸値に

ついては，材料試験結果を用いたが，引張強度について

：コンクリート

圧縮強度である。

（２）鉄筋および機械式定着具モデル

 柱・梁主筋およびせん断補強筋はトラス要素でモデル

化した。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニアモデルと

し，履歴特性は修正

料定数は材料試験結果を用いた。鉄筋とコンクリート間

での付着すべりについては，本論では完全付着とした。

（補足）

calVcc

calVjc

calVmu
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ひずみゲージ

⑥

負載荷

HR断面▽

R=30×10
-3

rad

圧縮強度である。

（２）鉄筋および機械式定着具モデル

柱・梁主筋およびせん断補強筋はトラス要素でモデル

化した。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニアモデルと

し，履歴特性は修正

料定数は材料試験結果を用いた。鉄筋とコンクリート間

での付着すべりについては，本論では完全付着とした。

表－４ 各種耐力の実験値と計算値の比較

載荷方向

柱曲げ 
ひび割れ 

接合部せん断 
ひび割れ 

最大耐力 

（補足）                   

cc ：RC 規準式

計算値（主筋を考慮した断面係数に基づいて算出）

jc  ：靱性保証指針

断力計算値

mu：柱頭部において曲げ降伏が発生した時の層せん断力計

算値（ACI
 

（１）コンクリートモデル

a）機械式定着具

図－８ 機械式定着具モデル（単位：

圧縮強度である。 

（２）鉄筋および機械式定着具モデル

柱・梁主筋およびせん断補強筋はトラス要素でモデル

化した。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニアモデルと

し，履歴特性は修正 Mennegotto

料定数は材料試験結果を用いた。鉄筋とコンクリート間

での付着すべりについては，本論では完全付着とした。

各種耐力の実験値と計算値の比較

載荷方向 
計算値 calV
実験値 expV

expVcc/calVcc

 
計算値 calV
実験値 expV

expVjc/calVjc

計算値 calV
実験値 expV
expVmu/calVmu

                   

規準式
3)
柱端部曲げひび割れ強度時の層せん断力

計算値（主筋を考慮した断面係数に基づいて算出）

：靱性保証指針
4)
接合部せん断ひび割れ強度時の層せん

断力計算値 
：柱頭部において曲げ降伏が発生した時の層せん断力計

ACI ストレスブロック法

（１）コンクリートモデル

（２）鉄筋モデル

図－７ 要素分割図

 

）機械式定着具  （b）解析モデル（底面積等価）

機械式定着具モデル（単位：

機械式定着具
：ソリッド要素

（２）鉄筋および機械式定着具モデル 

柱・梁主筋およびせん断補強筋はトラス要素でモデル

化した。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニアモデルと

Mennegotto-Pintoモデル

料定数は材料試験結果を用いた。鉄筋とコンクリート間

での付着すべりについては，本論では完全付着とした。

各種耐力の実験値と計算値の比較

正側 
lVcc 37.1
Vcc 36.0 
cc 0.97 
Vjc 78.6
Vjc 80.7 
jc 1.03 

Vmu 176.5
Vmu 207.2 
mu 1.17 

                   

柱端部曲げひび割れ強度時の層せん断力

計算値（主筋を考慮した断面係数に基づいて算出）

接合部せん断ひび割れ強度時の層せん

：柱頭部において曲げ降伏が発生した時の層せん断力計

ストレスブロック法
5）） 

（１）コンクリートモデル 

（２）鉄筋モデル 

要素分割図 

 

）解析モデル（底面積等価）

機械式定着具モデル（単位：

26

26

機械式定着具
：ソリッド要素

主筋：トラス要素

柱・梁主筋およびせん断補強筋はトラス要素でモデル

化した。鉄筋の応力－ひずみ関係はバイリニアモデルと

モデル 12)とし，材

料定数は材料試験結果を用いた。鉄筋とコンクリート間

での付着すべりについては，本論では完全付着とした。 

各種耐力の実験値と計算値の比較 
 負側 
37.1 

 -34.6 
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78.6 
 -86.1 
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176.5 
 -191.0 

 1.08 
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柱端部曲げひび割れ強度時の層せん断力 
計算値（主筋を考慮した断面係数に基づいて算出） 

接合部せん断ひび割れ強度時の層せん 

：柱頭部において曲げ降伏が発生した時の層せん断力計 
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機械式定着具は

でモデル化し，ヤング係数

性体としてモデル化を行った。機械式定着具の支圧面お

よび小口面寸法については，

使用した機械式定着具と同様の断面積となるように要素

寸法を決定した。なお，

ンクリート要素の節点間に接合要素を挿入し，両者が密

着する方向には応力を伝達し，離間する方向には応力を

伝達しないように接合要素の特性を定義した。

筋をトラス要素としているため，機械式定着具からのモ

ーメントは鉄筋には

4.2 解析結果

（１）復元力特性

図－９に

ん断力－層間変形角関係を示す。

柱主筋の引張降伏が確認された

形角については，層せん断力を過大評価する傾向を示し

たが，それ以降の変形角（

は，各変形角について実験値を±

再現できている。

接合部せん断ひび割れの伸展

め，耐力低下は再現できていない。

析モデルを用いることにより，各載荷サイクルピーク時

耐力である包絡線関係を概ね精度良く再現できることを

確認した。 

（２）柱主筋およびせん断補強筋の応力状態

 図－１０に実験およ

力度－層間変形角関係

度－層間変形角関係を示す。柱主筋およびせん断補強筋

の応力は，鉄筋の履歴特性をバイニリアと仮定し，ひず

みゲージ（図－

計算した。なお，柱主筋については危険断面位置，接合

部中央および機械式定着具近傍のひずみについて計測し，

せん断補強筋については接合部中央部のひずみについて

計測した。 

 図－１０より

降伏以前で，

向を示し，引張降伏時の変形角も過大に評価する傾向を

示した。また機械式定着具近傍の応力についても解析結

果が実験値を過大評価する傾向を示したが，

いて概ね柱主筋の応力の推移

補強筋についても

角以降で実験値を

柱主筋同様，応力の

（３）接合部最小主ひずみ分布

 図－１１に

における最小主ひずみ分布を示す。実験結果は画像相関

機械式定着具は 8節点アイソパラメトリック立体要素

モデル化し，ヤング係数

性体としてモデル化を行った。機械式定着具の支圧面お

よび小口面寸法については，

使用した機械式定着具と同様の断面積となるように要素

寸法を決定した。なお，

ンクリート要素の節点間に接合要素を挿入し，両者が密

着する方向には応力を伝達し，離間する方向には応力を

伝達しないように接合要素の特性を定義した。

筋をトラス要素としているため，機械式定着具からのモ

ーメントは鉄筋には伝達しないものとした。

解析結果 

（１）復元力特性 

に TJI10試験体の実験および解析における層せ

ん断力－層間変形角関係を示す。

柱主筋の引張降伏が確認された

形角については，層せん断力を過大評価する傾向を示し

たが，それ以降の変形角（

は，各変形角について実験値を±

再現できている。なお，本解析では

接合部せん断ひび割れの伸展

耐力低下は再現できていない。

析モデルを用いることにより，各載荷サイクルピーク時

耐力である包絡線関係を概ね精度良く再現できることを

 

（２）柱主筋およびせん断補強筋の応力状態

に実験および解析における引張側柱主筋の応

力度－層間変形角関係および

度－層間変形角関係を示す。柱主筋およびせん断補強筋

の応力は，鉄筋の履歴特性をバイニリアと仮定し，ひず

図－１０参照）から得られた測定値を用いて

計算した。なお，柱主筋については危険断面位置，接合

部中央および機械式定着具近傍のひずみについて計測し，

せん断補強筋については接合部中央部のひずみについて

 

より，柱主筋では危険断面位置において引張

，解析結果が

，引張降伏時の変形角も過大に評価する傾向を

示した。また機械式定着具近傍の応力についても解析結

果が実験値を過大評価する傾向を示したが，

いて概ね柱主筋の応力の推移

補強筋についても，柱主筋の

角以降で実験値を若干過大

柱主筋同様，応力の推移を

（３）接合部最小主ひずみ分布

に R=20×10-3

における最小主ひずみ分布を示す。実験結果は画像相関

節点アイソパラメトリック立体要素

モデル化し，ヤング係数 2.05×105N/mm

性体としてモデル化を行った。機械式定着具の支圧面お

よび小口面寸法については，図－８に示すように実験で

使用した機械式定着具と同様の断面積となるように要素

寸法を決定した。なお，機械式定着具底面

ンクリート要素の節点間に接合要素を挿入し，両者が密

着する方向には応力を伝達し，離間する方向には応力を

伝達しないように接合要素の特性を定義した。

筋をトラス要素としているため，機械式定着具からのモ

伝達しないものとした。

試験体の実験および解析における層せ

ん断力－層間変形角関係を示す。TJI10

柱主筋の引張降伏が確認された R=10×

形角については，層せん断力を過大評価する傾向を示し

たが，それ以降の変形角（R=30×10-3rad

は，各変形角について実験値を±5.0%

なお，本解析では R=

接合部せん断ひび割れの伸展自体を再現で

耐力低下は再現できていない。しかしながら，本解

析モデルを用いることにより，各載荷サイクルピーク時

耐力である包絡線関係を概ね精度良く再現できることを

（２）柱主筋およびせん断補強筋の応力状態

び解析における引張側柱主筋の応

および接合部せん断補強筋の応力

度－層間変形角関係を示す。柱主筋およびせん断補強筋

の応力は，鉄筋の履歴特性をバイニリアと仮定し，ひず

参照）から得られた測定値を用いて

計算した。なお，柱主筋については危険断面位置，接合

部中央および機械式定着具近傍のひずみについて計測し，

せん断補強筋については接合部中央部のひずみについて

柱主筋では危険断面位置において引張

解析結果が実験値を若干

，引張降伏時の変形角も過大に評価する傾向を

示した。また機械式定着具近傍の応力についても解析結

果が実験値を過大評価する傾向を示したが，

いて概ね柱主筋の応力の推移を模擬できている。せん断

柱主筋の引張降伏が確認された変形

過大に評価する傾向を示したが，

推移を模擬できている。

（３）接合部最小主ひずみ分布 
3rad ピーク時の実験および解析

における最小主ひずみ分布を示す。実験結果は画像相関

節点アイソパラメトリック立体要素

N/mm2とした完全弾

性体としてモデル化を行った。機械式定着具の支圧面お

に示すように実験で

使用した機械式定着具と同様の断面積となるように要素

機械式定着具底面については

ンクリート要素の節点間に接合要素を挿入し，両者が密

着する方向には応力を伝達し，離間する方向には応力を

伝達しないように接合要素の特性を定義した。なお，鉄

筋をトラス要素としているため，機械式定着具からのモ

伝達しないものとした。 

試験体の実験および解析における層せ

試験体において，

×10-3rad 以前の変

形角については，層せん断力を過大評価する傾向を示し

radまで）について

5.0%以内の高い精度で

R=-30×10-3rad

を再現できていない

しかしながら，本解

析モデルを用いることにより，各載荷サイクルピーク時

耐力である包絡線関係を概ね精度良く再現できることを

（２）柱主筋およびせん断補強筋の応力状態 

び解析における引張側柱主筋の応

接合部せん断補強筋の応力

度－層間変形角関係を示す。柱主筋およびせん断補強筋

の応力は，鉄筋の履歴特性をバイニリアと仮定し，ひず

参照）から得られた測定値を用いて

計算した。なお，柱主筋については危険断面位置，接合

部中央および機械式定着具近傍のひずみについて計測し，

せん断補強筋については接合部中央部のひずみについて

柱主筋では危険断面位置において引張

過大に評価する傾

，引張降伏時の変形角も過大に評価する傾向を

示した。また機械式定着具近傍の応力についても解析結

果が実験値を過大評価する傾向を示したが，本解析にお

を模擬できている。せん断

引張降伏が確認された変形

評価する傾向を示したが，

模擬できている。 

ピーク時の実験および解析

における最小主ひずみ分布を示す。実験結果は画像相関

節点アイソパラメトリック立体要素

とした完全弾

性体としてモデル化を行った。機械式定着具の支圧面お

に示すように実験で

使用した機械式定着具と同様の断面積となるように要素

についてはコ

ンクリート要素の節点間に接合要素を挿入し，両者が密

着する方向には応力を伝達し，離間する方向には応力を

なお，鉄

筋をトラス要素としているため，機械式定着具からのモ

試験体の実験および解析における層せ

試験体において，

以前の変

形角については，層せん断力を過大評価する傾向を示し

まで）について

以内の高い精度で

radでの

ないた

しかしながら，本解

析モデルを用いることにより，各載荷サイクルピーク時

耐力である包絡線関係を概ね精度良く再現できることを

び解析における引張側柱主筋の応

接合部せん断補強筋の応力

度－層間変形角関係を示す。柱主筋およびせん断補強筋

の応力は，鉄筋の履歴特性をバイニリアと仮定し，ひず

参照）から得られた測定値を用いて

計算した。なお，柱主筋については危険断面位置，接合

部中央および機械式定着具近傍のひずみについて計測し，

せん断補強筋については接合部中央部のひずみについて

柱主筋では危険断面位置において引張

評価する傾

，引張降伏時の変形角も過大に評価する傾向を

示した。また機械式定着具近傍の応力についても解析結

本解析にお

を模擬できている。せん断

引張降伏が確認された変形

評価する傾向を示したが，

ピーク時の実験および解析

における最小主ひずみ分布を示す。実験結果は画像相関

図－９

図－１０

  

図－１１

 

図－９ 解析における層せん断力－層間変形角関係

（
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法に基づき算出した最小主ひずみ方向およびひずみ度を

示す。実験結果では，接合部の最小主ひずみ分布は引張

側柱主筋に取りつけた機械式定着具と柱頭部圧縮縁を結

ぶ線上に主ひずみが分布していることが確認された。ま

た解析結果についても，実験同様，引張側主筋に取りつ

けた機械式定着具と柱頭部圧縮縁を結ぶ線上に主ひずみ

が分布していることが確認された。 

 以上の解析結果から，本解析モデルにおいて TJI10試

験体の挙動を概ね模擬できたと判断し，本解析モデルを

用いて検討を進める。 

4.3 主筋鋼材種による影響 

 本節では，前節で検討を行った解析モデルを使用して，

TJI10試験体の柱・梁主筋の鋼材種を SD390から SD490

に変更した場合の挙動の検討を行うため，柱・梁主筋の

降伏点を文献 13）を参考にして SD490の平均値である

σy=539N/mm2（1.10×490）に設定し解析を実施した。 

 図－１２に主筋を SD490とした解析モデル TJI10-Aの

層せん断力－層間変形角関係を示す。図－１２より，

R=15～20×10-3radにおいて，柱頭部の柱主筋の引張降伏

が確認され，TJI10試験体同様，R=30×10-3radの変形レ

ベルまで安定した紡錘形の復元力特性を示した。また最

大耐力については ACI ストレスブロック法 5)により算出

した曲げ終局強度計算値を上回ることを確認した。 

以上の結果から，柱・梁主筋を SD490と高強度化した

場合でも曲げ終局強度計算値を上回り，紡錘形の安定し

た復元力特性を発揮することを確認した。 

 

5. まとめ 

 本論では，柱主筋を梁上端筋直上まで定着した T 形ヒ

ンジリロケーション接合部について，柱頭降伏型試験体

1体の構造実験および非線形 FEM解析を実施し，以下の

知見を得た。 

1）柱主筋を梁上端筋直上まで定着し，柱断面を微突出さ

せた場合，柱頭部危険断面において塑性ヒンジが形成

され，層間変形角 R=20×10-3rad までの変形レベルに

おいて，紡錘形の安定した復元力特性を示した。 

2）試験体の最大耐力は，柱頭部で曲げ降伏した場合の

ACI ストレスブロック法を用いた曲げ終局強度計算値

により安全側かつ精度良く評価できることを確認し

た。 

3）両端部に機械式定着具を取り付けた梁 2段筋を梁端部

に設けることにより，柱主筋降伏後の耐力上昇が発生

した際でも，ヒンジリロケーション断面において梁主

筋が降伏し，R=40×10-3radまで梁貫通孔の損傷は軽微

であった。 

4）非線形 3 次元 FEM 解析により，TJI10試験体の柱・

梁主筋を SD490に高強度化した場合でも，柱頭部にお

いて柱主筋が引張降伏し，安定した紡錘形の復元力特

性を示すことを確認した。 
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図－１２ 解析における層せん断力－層間変形角関係 

（解析モデル TJI10-A：柱・梁主筋 SD490） 
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